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１．平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 23年3月期 413 △48.2 △1,631 － △1,590 － △2,156 －

 22年3月期 798 － 117 － 64 － 116 －

(注) 包括利益 23年3月期 △2,107百万円( － ％) 22年3月期 142百万円 ( － ％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

 23年3月期 △235 .01 － △978.5 △49.2 △394.4
 22年3月期 12 .73 － 5.1 1.2 14.8

(参考) 持分法投資損益  23年3月期 90百万円  22年3月期 △53百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

 23年3月期 3,234 220 6.8 22 .68

 22年3月期 5,528 2,304 41.7 251 .37

(参考) 自己資本  23年3月期 220百万円  22年3月期 2,304百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

 23年3月期 △983 800 184 67

  22年3月期 69 △793 △660 66

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

 22年3月期 － 0 .00 － 0 .00 0 .00 － － －
  23年3月期 － 0 .00 － 0 .00 0 .00 － － －

   24年3月期     
(予想)    

－ 0 .00 － 0 .00 0 .00 －

３．平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 729 210.6 35 ― 2 ― 1 ― 0 .13

通 期 980 136.9 9 ― 90 ― 88 ― 9 .05



  

 

 

 
  
  

・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 

  

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が
あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料1ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

４．その他
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 有

  新規 1社 (Wealth Sky Asia Ltd )、除外 －社 (            )

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む)  23年3月期 9,714,000株  22年3月期 9,714,000株

② 期末自己株式数  23年3月期 0株  22年3月期 547,780株

③ 期中平均株式数  23年3月期 9,174,267株  22年3月期 9,166,200株

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当連結会計年度における我が国経済は、中国・インドを中心とする新興国の経済成長に牽引され、企業

収益や設備投資が改善に向かうなど、総じて緩やかな回復基調を維持しているものの、雇用情勢の一層の

悪化や急激な円高、株価の低迷など先行きの不透明感は拭えず、個人消費は依然として厳しい状況で推移

しております。 

このような経営環境のもと、当連結会計年度の経営成績につきましては、売上高は413百万円、営業投

資有価証券評価損221百万円を売上原価に計上し、貸倒引当金繰入額732百万円および利息返還損失引当金

繰入額253百万円を販売費及び一般管理費に計上したことにより営業損失は1,631百万円、持分法による投

資利益90百万円を営業外収益に計上し経常損失は1,590百万円、子会社株式に係るのれんの減損損失242百

万円、投資有価証券評価損173百万円、本社移転に伴い保有する有形固定資産の減損損失173百万円を特別

損失に計上し、当期純損失は2,156百万円となりました。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（投融資事業） 

企業金融事業に係る営業貸付金残高は、期中619百万円増加し1,300百万円となり、消費者金融事業に係

る営業貸付金残高は、期中570百万円減少し548百万円となりました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は158百万円、営業損失は1,499百万円となりました。 

（不動産事業） 

不動産サブリース事業売上が178百万円、賃貸料収入が74百万円となりました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は252百万円、営業利益32百万円となりました。 

（地域活性化事業） 

北海道元気計画事業に係る、当連結会計年度の売上高は2百万円、営業損失は48百万円となりました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は413百万円、営業損失は1,631百万円となりました。 

・次期の見通し 

今後の見通しにつきましては、雇用や個人消費など不安定な状況が続くなか、東日本大震災の影響によ

り、わが国の経済は、厳しい状況が続くものと思われます。 

このような状況の中で、当社グループは、不動産事業の多角化、投融資事業における投資部門の収益基

盤の安定化、地域活性化事業の収益モデルの確立を努めてまいります。 

次期の業績につきましては、売上高980百万円、営業利益9百万円、経常利益90百万円、当期純利益88百

万円を見込んでおります。 

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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流動資産は、前連結会計年度末に比べて30.1％減少し、2,236百万円となりました。これは、営業投資

有価証券が436百万円減少し、現金及び預金が239百万円減少したことなどによります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて57.5％減少し、978百万円となりました。これは、固定資産の

減損損失により174百万円減少したこと及び有形固定資産から販売用不動産への振替により159百万円減少

し、投資有価証券が173百万円減少したことなどによります。 

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて41.5％減少し、3,234百万円となりました。 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて35.6％減少し、614百万円となりました。これは、１年内返済

予定の長期借入金が323百万円減少したことなどによります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて5.7％増加し、2,399百万円となりました。これは、社債が693

百万円増加し、利息返還損失引当金が403百万円減少したことなどによります。 

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて6.5％減少し、3,013百万円となりました。 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて90.4％減少し、220百万円となりました。これは、利益剰余

金が2,331百万円減少したことなどによります。 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、67百万円となりました。 

当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度末における営業活動によるキャッシュ・フローは、983百万円の支出（前年連結会計年

度末69百万円の収入）となりました。これは主に当期純損失2,154百万円を計上したこと及び貸倒引当金

が580百万円増加したことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度末における投資活動によるキャッシュ・フローは800百万円の収入（前年連結会計年度

末793百万円の支出）となりました。これは主に有形固定資産の売却による収入455百万円、投資有価証券

の売却による収入174百万円などによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度末における財務活動によるキャッシュ・フローは184百万円の収入（前年連結会計年度

末660百万円の支出）となりました。これは主に社債発行による収入693百万円、長期借入金の返済による

支出410百万円などによるものであります。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

（２）財政状態に関する分析

①資産、負債、純資産の状況に関する分析

②キャッシュ・フローの状況の分析

平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期

自己資本比率(％） 44.4 － － 41.7 6.8

時価ベースの自己資本比率
(％）

33.0 － － 8.0 11.4

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

2.6 － － 16.5 ―

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍）

12.8 － － 1.0 ―
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 ・自己資本比率：自己資本/総資産 
 ・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 
 ・キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー 
 ・インタレスト・ガバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い 

(注)１.いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

  ２.平成19年3月期、平成22年3月期及び平成23年3月期は、連結財務諸表を作成しております。また、平成20年3月 

    期、平成21年3月期は単体のみの財務内容となるため、連結財務諸表を作成しておりません。 

   ３.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行株式数により算出しています。 

  ４.キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。 

  ５.有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており   

   ます。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

   なお、平成23年3月期は、営業キャッシュ・フローがマイナスであるためキャッシュ・フロー対有利子負債比率 

   及びインタレスト・ガバレッジ・レシオは記載しておりません。 

  

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題と位置づけております。利益配分につきまし

ては、長期的な視点に立ち、経営環境や業績動向、将来の事業展開を総合的に勘案した適正な利益配分の

継続を基本方針としています。 

期末配当及び中間配当の年２回の配当を行うことを基本としており、配当の決定機関は、期末配当につ

いては株主総会、中間配当は取締役会であります。 

当社は会社法第454条第５項に基づき取締役会の決議により毎年９月30日を基準として中間配当するこ

とが出来る旨定款に定めております。 

また内部留保につきましては、将来の事業展開等に有効活用する方針であります。 

しかしながら、当期は大幅な当期純損失の計上により、株主の皆様には大変申し訳なく存じますが、当

期の期末配当金につきましては、前期に引き続き無配とさせていただきたく何卒ご了承賜りますようお願

い申し上げます。 

また、次期以降につきましては、業績回復に努め、早期に配当原資とすべき利益の計上を行うことを、

重要な目標に掲げて参ります。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループは、当連結会計年度において、売上高の著しい減少、営業損失1,631,035千円、経常

損失1,590,807千円及び当期純損失2,156,080千円を計上しました。 

 また、当連結会計年度の営業キャッシュ・フローは△983,345千円と大幅なマイナスとなっている

ことから、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりま

す。 

このような業績となりました要因は、不動産販売計画の未達および既存貸付先の貸倒引当金の繰入

額732,659千円並びに利息返還損失引当金繰入額253,948千円の計上などによるものであります。 

  当社といたしましては、以下の施策の実行により業績の回復に努め、当該状況の解消を目指してま

いります。 

1．今後の展開 

 （1）不動産事業 

 主に商業施設サブリース及びこれに付帯するテナント管理・運営を行っておりますが、不動産事業の

多角化により収益力のアップを図ります。 

 具体的には、「戸建分譲販売」「不動産仲介業」「不動産協業」「プレミアム不動産販売」を４つの

柱として販売強化及び拡大を行ってまいり、中期経営計画初年度であります、第53期（平成23年度）よ

り目標達成による業績向上と黒字転換を目指してまいります。 

（2）投融資事業（投資部門） 

経営陣が培ってきた経験及びネットワークを最大限に活用し、日本並びに成長著しい中国への投資に

ついても積極的に行って参ります。 

また、中長期投資の対象としてきた既存の投資先については、企業価値・将来性を見極めつつ出口戦

略の意思決定を速やかに行い、キャッシュフローの改善を図り、これにより得た投資資金を新たに即効

性の高い投資案件に再投資するなどし、投資・回収をバランスよく進めて参ります。 

（3）投融資事業（金融部門） 

 中期経営計画における基本方針を受け、消費者金融残高をソフトランディングで縮小し、事業計画に

沿って期間中の収益を確保してまいります。 

  更に貸倒費用の圧縮及び同事業コストの改善を実践します。 

2．経営体質の強化 

 （1）組織の再編 

  当社は事業構造改革を強力且つスピーディーに推進する経営体制確立のため、経営陣を刷新し組織体

制を強化する為の布陣とする予定であります。 

（2）経費削減 

 各事業の収益基盤を確保するとともに、安定的な利益を確保するための費用の圧縮は重要な取組みと

位置づけております。 

 ① 人員計画 

  各事業の収益バランスから適正人員の見直しを図り、生産性を高める人員配置を実践します。 

 ② 一般管理費 

  過去、主力事業でありました消費者金融事業の縮小により、消費者金融事業に係る一般管理費  

 の圧縮と恒常的な費用の削減、手数料及び保守料等細目に渡り見直しを実践します。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等
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（3）財務戦略 

  ① 資産運用 

      平成23年4月4日、本社移転により旧本社ビルの有効活用を検討してまいります。 

 ② 財務運用  

流動性資金の運用として、各事業の資金計画に基づくポートフォリオを基に、効率的な資金運

用と管理を徹底します。 

しかし、これらの対応策を実行している途上であり、現時点では継続企業の前提に関する重要

な不確実性が認められます。   

なお、連結財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、継続企業の前提に関する重要な不

確実性の影響を連結財務諸表に反映しておりません。 
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(1)当社グループは、当社及び連結子会社７社並びに持分法適用関連会社１社で構成されております。

当社は投融資事業、不動産事業、地域活性化事業を展開しております。 

  

(2)当社グループの事業概要及び当社グループ各社との関連を以下に図示しております。 

  

 

 

 
   ※連結子会社 

    ○持分法適用関連会社  

  

       （注1）平成22年6月4日付でWealth Sky Asia Ltdの全株式を取得し、連結子会社となりました。 

２．企業集団の状況

お客様

⇧ 金融サービス等の提供

  
 （総合金融サービス事業）
 RHインシグノ株式会社
 ■投融資事業 ■不動産事業 ■地域活性化事業
  
  
 [不動産事業 ]
 ※インシグノパートナーズ株式会社
  
 [地域活性化事業]
 ※北海道元気計画株式会社
 ※Wealth Sky Asia Ltd(注1）
  
 [海外渡航関連及び国内土産販売事業]
 ○RHトラベラー株式会社
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当社は、「新たな事業創造、真の企業価値創造を通じて経済発展に貢献します」を経営理念の一つに

掲げ、豊かな社会創り、社会に貢献するために、常にお客様の立場で考え、学び、誠実に行動し、お客

様、すべてのステークホルダー、役員、従業員とその家族に公正な利益をもたらす公明正大及び持続的

な経営と成長を目指してまいります。 

当社は、効率性の追求とその実現を目指しており、ROA（総資産利益率）を重視する経営指標と位置

づけ、経営資源の有効活用等を通して、企業価値の向上に努めてまいります。 

新規事業であり当社の中核事業と位置づけております北海道元気計画事業の売上拡大及びグループ企

業が有する中国国内ネットワークを活かし、今後更に加速する日本上場企業の中国資本によるＭ＆Ａ、

中国企業へのバリュー・アップ投資をアジア戦略事業部において展開します。 

当社におきましては、消費者金融事業の撤退により、売上高の減少及び利益水準の低下は避けられな

い状況になっております。このような状況を改善すべく、消費者金融事業および企業金融事業に代わる

コア事業の一つとして収益の多角化を図る必要があります。 

該当事項はありません。  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題

（５）その他、会社の経営上重要な事項
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2 306,498 67,175

売掛金 126,000 －

営業貸付金 ※2, ※4, ※5, ※6 1,800,303 ※2, ※4, ※5, ※6 1,848,723

営業投資有価証券 503,898 67,748

販売用不動産 ※2 441,112 ※2 698,433

前払費用 9,119 9,037

未収収益 99,261 28,611

その他 87,679 73,756

貸倒引当金 △172,254 △557,031

流動資産合計 3,201,618 2,236,454

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 385,739 －

減価償却累計額 △170,312 －

建物及び構築物（純額） 215,427 －

車両運搬具 7,809 3,894

減価償却累計額 △3,915 △3,849

車両運搬具（純額） 3,894 44

器具及び備品 86,091 14,086

減価償却累計額 △79,565 △3,259

器具備品（純額） 6,525 10,827

土地 ※2 570,331 －

建設仮勘定 － 16,898

有形固定資産合計 796,179 27,769

無形固定資産

電話加入権 3,117 －

のれん 271,428 －

その他 8,541 14,305

無形固定資産合計 283,087 14,305

投資その他の資産

投資有価証券 ※2 681,756 508,446

関係会社株式 ※1 424,168 ※1 502,563

破産更生債権等 12,628 4,131

差入保証金 106,543 126,883

その他 10,062 1,933

貸倒引当金 △12,628 △208,031

投資その他の資産合計 1,222,531 935,927

固定資産合計 2,301,799 978,002

繰延資産

開業費 24,836 19,869

繰延資産合計 24,836 19,869

資産合計 5,528,254 3,234,326
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※2 519,134 396,634

1年内返済予定の長期借入金 ※2 333,208 ※2 10,000

未払金 18,995 65,164

未払費用 57,555 122,229

未払法人税等 4,161 4,809

前受金 14,101 10,664

その他 5,863 4,530

流動負債合計 953,019 614,032

固定負債

長期借入金 ※2 87,488 －

社債 200,000 893,180

利息返還損失引当金 1,713,759 1,310,476

退職給付引当金 22,317 17,014

長期預り敷金 138,580 113,780

その他 109,005 65,496

固定負債合計 2,271,150 2,399,947

負債合計 3,224,169 3,013,980

純資産の部

株主資本

資本金 1,867,860 1,867,860

資本剰余金

資本準備金 1,408,930 1,408,930

資本剰余金合計 1,408,930 1,408,930

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △803,159 △3,135,064

利益剰余金合計 △803,159 △3,135,064

自己株式 △199,910 －

株主資本合計 2,273,720 141,725

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 31,500 78,220

繰延ヘッジ損益 31 －

為替換算調整勘定 △1,166 399

その他の包括利益累計額合計 30,364 78,620

純資産合計 2,304,085 220,346

負債純資産合計 5,528,254 3,234,326
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 798,237 413,595

売上原価 241,953 ※2 488,240

売上総利益又は売上総損失（△） 556,284 △74,645

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 19,772 11,338

貸倒引当金繰入額 41,111 732,659

貸倒損失 － 165,575

役員報酬 46,680 39,293

従業員給料及び賞与 90,583 75,050

退職給付費用 2,491 14,038

福利厚生費 23,718 17,722

減価償却費 32,960 17,867

賃借料 2,084 3,674

支払手数料 52,896 66,475

通信費 9,599 7,249

租税公課 16,975 24,375

利息返還損失引当金繰入額 － 253,948

のれん償却額 22,007 29,999

その他 77,611 97,119

販売費及び一般管理費合計 438,493 1,556,390

営業利益又は営業損失（△） 117,791 △1,631,035

営業外収益

有価証券利息 28,783 14,033

受取配当金 1,955 2,299

持分法による投資利益 － 90,838

その他 2,697 5,819

営業外収益合計 33,437 112,989

営業外費用

投資事業組合運用損 30,663 5,647

持分法による投資損失 53,639 －

支払利息 － 61,172

その他 2,554 5,940

営業外費用合計 86,857 72,761

経常利益又は経常損失（△） 64,370 △1,590,807

特別利益

固定資産売却益 － ※3 11,344

投資有価証券売却益 － 15,283

役員退職慰労引当金戻入額 56,219 －

利息返還損失引当金戻入額 406,882 －

特別利益合計 463,101 26,627

特別損失

持分変動損失 29,154 －

投資有価証券評価損 371,999 173,534

減損損失 － ※4 416,474

その他 ※1 8,028 －

特別損失合計 409,182 590,009
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

118,289 △2,154,189

法人税、住民税及び事業税 1,513 1,891

法人税等合計 1,513 1,891

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △2,156,080

少数株主利益 － －

当期純利益又は当期純損失（△） 116,776 △2,156,080
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 連結包括利益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △2,156,080

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － 60,299

為替換算調整勘定 － 399

持分法適用会社に対する持分相当額 － △12,443

その他の包括利益合計 － ※2 48,255

包括利益 － ※1 △2,107,824

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △2,107,824

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,867,860 1,867,860

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,867,860 1,867,860

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,408,930 1,408,930

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,408,930 1,408,930

資本剰余金合計

前期末残高 1,408,930 1,408,930

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,408,930 1,408,930

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △937,391 △803,159

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 116,776 △2,156,080

自己株式の処分 － △175,825

連結範囲の変動 17,456 －

当期変動額合計 134,232 △2,331,904

当期末残高 △803,159 △3,135,064

利益剰余金合計

前期末残高 △937,391 △803,159

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 116,776 △2,156,080

自己株式の処分 － △175,825

連結範囲の変動 17,456 －

当期変動額合計 134,232 △2,331,904

当期末残高 △803,159 △3,135,064

自己株式

前期末残高 △199,910 △199,910

当期変動額

自己株式の処分 － 199,910

当期変動額合計 － 199,910

当期末残高 △199,910 －

株主資本合計

前期末残高 2,139,487 2,273,720

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 116,776 △2,156,080

自己株式の処分 － 24,086

連結範囲の変動 17,456 －

当期変動額合計 134,232 △2,131,994

当期末残高 2,273,720 141,725
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 4,569 31,500

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

26,931 46,720

当期変動額合計 26,931 46,720

当期末残高 31,500 78,220

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － 31

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

31 △31

当期変動額合計 31 △31

当期末残高 31 －

為替換算調整勘定

前期末残高 － △1,166

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,166 1,566

当期変動額合計 △1,166 1,566

当期末残高 △1,166 399

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 4,569 30,364

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

25,795 48,255

当期変動額合計 25,795 48,255

当期末残高 30,364 78,620

純資産合計

前期末残高 2,144,056 2,304,085

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 116,776 △2,156,080

自己株式の処分 － 24,086

連結範囲の変動 17,456 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25,795 48,255

当期変動額合計 160,028 △2,083,738

当期末残高 2,304,085 220,346
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

118,289 △2,154,189

減価償却費 35,342 17,867

減損損失 － 416,474

固定資産売却損益（△は益） － △11,344

のれん償却額 22,007 29,999

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,103,141 580,180

未収入金の増減額（△は増加） 7,853 4,984

受取利息及び受取配当金 △4,881 △7,254

支払利息 68,749 61,172

営業貸付金の増減額（△は増加） 1,278,991 △48,419

営業投資有価証券の増減額（△は増加） △426,565 436,149

持分法による投資損益（△は益） 53,704 △90,838

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △1,188,074 △403,282

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △56,219 －

破産更生債権等の増減額（△は増加） 958,774 8,496

販売用不動産の増減額（△は増加） － △97,667

投資有価証券売却損益（△は益） － △15,283

投資有価証券評価損益（△は益） 402,687 173,534

持分変動損益（△は益） 29,154 －

売上債権の増減額（△は増加） △125,933 126,000

その他 9,948 △10,597

小計 80,687 △984,015

利息及び配当金の受取額 9,015 2,355

利息の支払額 △18,125 －

法人税等の支払額 △2,378 △1,685

法人税等の還付額 △131 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 69,067 △983,345

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △749,872 △40,000

投資有価証券の売却による収入 － 174,567

定期預金の預入による支出 △942,000 △55,000

定期預金の払戻による収入 1,114,000 295,000

有形固定資産の取得による支出 △94,263 △5,709

有形固定資産の売却による収入 － 455,969

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

※2 △136,583 －

その他 14,897 △24,607

投資活動によるキャッシュ・フロー △793,821 800,220

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △86,697 △122,500

長期借入金の返済による支出 △773,392 △410,696

自己株式の処分による収入 － 24,177

配当金の支払額 △57 －

社債の発行による収入 200,000 693,180

その他 － △91

財務活動によるキャッシュ・フロー △660,146 184,069

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △266

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,384,900 677

現金及び現金同等物の期首残高 1,451,398 66,498

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 66,498 ※1 67,175
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（５）継続企業の前提に関する注記

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成22年４月1日
至  平成23年３月31日)

──── 当社グループは、当連結会計年度において、売上高の
著 し い 減 少、営 業 損 失 1,631,035 千 円、経 常 損 失
1,590,807千円及び当期純損失2,156,080千円を計上しま
した。また、当連結会計年度の営業キャッシュ・フロー
は△983,345千円と大幅なマイナスとなっていることか
ら、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況が存在しております。 。 
 このような業績となりました要因は、不動産販売計画
の未達および既存貸付先の貸倒引当金の繰入額732,659
千円並びに利息返還損失引当金繰入額253,948千円の計
上などによるものであります。 
 当社といたしましては、以下の施策の実行により業績
の回復に努め、当該状況の解消を目指してまいります。
1．今後の展開
（1）不動産事業 
 主に商業施設サブリース及びこれに付帯するテナント
管理・運営を行っておりますが、不動産事業の多角化に
より収益力のアップを図ります。 
 具体的には、「戸建分譲販売」「不動産仲介業」「不
動産協業」「プレミアム不動産販売」を４つの柱として
販売強化及び拡大を行ってまいり、中期経営計画初年度
であります、第53期（平成23年度）より目標達成による
業績向上と黒字転換を目指してまいります。
（2）投融資事業（投資部門） 
 経営陣が培ってきた経験及びネットワークを最大限に
活用し、日本並びに成長著しい中国への投資についても
積極的に行って参ります。 
 また、中長期投資の対象としてきた既存の投資先につ
いては、企業価値・将来性を見極めつつ、出口戦略の意
思決定を速やかに行い、キャッシュフローの改善を図
り、これにより得た投資資金を新たに即効性の高い投資
案件に再投資するなどし、投資・回収をバランスよく進
めて参ります。
（3）投融資事業（金融部門） 
 中期経営計画における基本方針を受け、消費者金融残
高をソフトランディングで縮小し、事業計画に沿って期
間中の収益を確保してまいります。 
 更に貸倒費用の圧縮及び同事業コストの改善を実践し
ます。
2．経営体質の強化

（1）組織の再編

 当社は事業構造改革を強力且つスピーディーに推進す

る経営体制確立のため、経営陣を刷新し組織体制を強化

する為の布陣とする予定であります。
（2）経費削減
 各事業の収益基盤を確保するとともに、安定的な利益
を確保するための費用の圧縮は重要な取組みと位置づけ
ております。 

① 人員計画
各事業の収益バランスから適正人員の見直しを図り、
生産性を高める人員配置を実践します。
② 一般管理費

過去、主力事業でありました消費者金融事業の縮小によ

り、消費者金融事業に係る一般管理費の圧縮と恒常的な

費用の削減、手数料及び保守料等細目に渡り見直しを実

践します。
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前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

──── （3）財務戦略
 ① 資産運用 
 平成23年4月4日、本社移転により旧本社ビルの有効
活用を検討してまいります。

② 財務運用
 流動性資金の運用として、各事業の資金計画に基づ
くポートフォリオを基に、効率的な資金運用と管理を
徹底します。
 しかし、これらの対応策を実行している途上であ

り、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められます。
  なお、連結財務諸表は、継続企業を前提に作成され

ており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を連結財務諸表に反映しておりません。
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（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１  連結の範囲に関する事項 （１）連結子会社の数    ６社

主要な連結子会社の名称

・インシグノパートナーズ㈱

・北海道元気計画㈱

当連結会計年度より、全株式取得

のためインシグノパートナーズ㈱他

４社及び、新たに設立した北海道元

気計画㈱を連結の範囲に含めており

ます。

（１）連結子会社の数    ７社

主要な連結子会社の名称

・インシグノパートナーズ㈱

・北海道元気計画㈱

当連結会計年度より、全株式取得

のためWealth Sky Asia Ltdを連結

の範囲に含めております。

（２）非連結子会社の数    １社

・㈱リ―パック・ファーストファン

ド

連結の範囲から除外した理由

総資産、売上高、当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性が低

いためであります。

（２）非連結子会社の数    １社

  同左

 

２  持分法の適用に関する事項 （１）持分法を適用した関連会社数 

            １社

・ＲＨトラベラー㈱

当連結会計年度より、新たに出資

したＲＨトラベラー㈱を持分法の適

用の範囲に含めております。

（１）持分法を適用した関連会社数

               １社

・ＲＨトラベラー㈱

（２）持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社の名称

・㈱リ―パック・ファーストファン

ド

・㈱カーフートライテック

・日本セキュリティ・テクノロジ

ー・アンド・リサーチ㈱

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞれ当

期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。

（２）持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社の名称

・㈱リ―パック・ファーストファン

ド

・日本セキュリティ・テクノロジ

ー・アンド・リサーチ㈱ 

 

持分法を適用しない理由

 同左
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項目
前連結会計年度

(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

３ 連結子会社の事業年度等に関
する事項

連結子会社のうち、一般社団法人リ―パ
ック・プロパティーズ、エイムオーエス
社宅ファンド特定目的会社の決算日は１
月31日であります。連結財務諸表の作成
に当たって、これらの会社については、
連結決算日現在で実施した仮決算に基づ

く財務諸表を使用しております。

      同左

４  会計処理基準に関する事項

（１）有価証券の評価基準及び

評価方法

関係会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定）を採用して

おります。

関係会社株式

  同左

その他有価証券

時価のあるもの

 同左

時価のないもの

移動平均法による原価法又は償却

原価法

ただし、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資（金

融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの）につ

いては、持分相当額を純額で取り

込む方法によっております。

時価のないもの

  同左

  

（２）たな卸資産の評価基準及

び評価方法

販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

販売用不動産

  同左

（３）デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法 同左

（４）固定資産の減価償却の方

法

・有形固定資産

 建物（建物付属設備を除く）

 ①平成10年３月31日以前に取得した

もの

  旧定率法によっております。

 ②平成10年４月１日から平成19年３

月31日までに取得したもの

  旧定額法によっております。

 ③平成19年４月１日以降に取得した

もの

  定額法によっております。 

・有形固定資産

 建物（建物付属設備を除く）

   同左
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項目
前連結会計年度

(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

建物以外

①平成19年３月31日以前に取得した

もの

旧定率法によっております。

建物以外

 同左

②平成19年４月１日以降に取得した

もの

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物  6～50年

器具備品        4～20年

また、平成19年3月31日以前に取得

したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から

５年間で均等償却する方法によっ

ております。

  

   

・無形固定資産

定額法によっております。

なお、ソフトウェア(自社利用)に

ついては、社内における見込利用

可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

・無形固定資産

   同左

    

・長期前払費用

均等償却しております。

・長期前払費用

 同左

（５）繰延資産の処理方法 繰延資産の処理方法につきましては、

５年間で均等償却しております。

同左

（６）重要な引当金の計上基準  ①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

②利息返還損失引当金

利息制限法超過利息の返還による損

失に備えるため、過去の返還実績に

基づく返還見込額を計上しておりま

す。

①貸倒引当金

  同左

②利息返還損失引当金

  同左

 ③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末の退職給付債務（簡

便法による期末自己都合要支給額）

を計上しております。

③退職給付引当金

  同左
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項目
前連結会計年度

(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

（７）収益の計上基準 営業貸付金利息

営業貸付金利息は、発生基準により

計上しております。

なお、営業貸付金に係る未収利息に

ついては、利息制限法利率又は当社

約定利率のいずれか低い方により計

上しております。

営業貸付金利息

 同左

（８）重要なヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

尚、特例処理の要件を満たす金利キ

ャップにつきましては特例処理を採

用しております。

①ヘッジ会計の方法

 同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利キャップ

ヘッジ対象……借入金の利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象

 同左

③ヘッジ方針

借入金の金利上昇による支払利息増

加のリスクを回避する目的で金利キ

ャップ取引を行っており、ヘッジ対

象の識別は個別契約毎に行っており

ます。

③ヘッジ方針

 同左

④ヘッジの有効性評価の方法

特例処理によっている金利キャップ

につきましては有効性の評価を省略

しております。

④ヘッジの有効性評価の方法

 同左

（９）のれんの償却方法及び償

却期間

────   のれんの償却については、10年間の

定額法により償却を行っています。た

だし、金額的に重要性が乏しい場合は

発生年度に一括償却しております。

（10）連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

──── 手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヵ月以内に満期日または償還日の到

来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な投資

からなっております。

（11）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

税込方式によっております。

消費税等の会計処理

 同左

 ５ 連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。

────

 ６ のれん及び負ののれんの償

却に関する事項

のれんの償却については、10年間の定

額法により償却を行っております。

────

 ７ 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヵ月以内に満期日または償還日の到

来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な投資

からなっております。

────
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（会計方針の変更） 

 
  

 
  

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

──── （資産除去債務に関する会計基準等の適用）

 当連結会計年度より、「資産除去務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年3月31日)を適用してお

ります。これにより損益に与える影響はありません。

──── （企業結合に関する会計基準等の適用）

 当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財

務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成

20年12月26日)、「「研究開発費等に係る会計基準」の

一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26

日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第7号 平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基

準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）

及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年

12月26日）を適用しております。

（表示方法の変更）

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

──── (連結損益計算書関係)

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号、平成20年12月26日)に基づ

き財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21

年3月24日 内閣府令5号）を適用し、「少数株主損益調

整前当期純損失」の科目で表示しております。

（追加情報）

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

──── （包括利益の表示に関する会計基準の適用）  

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年6月30日）を適

用しております。ただし「その他の包括利益累計額」及

び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の

金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等

合計」の金額を記載しております。      

──── （重要な資産の振替）

  保有目的の変更により、有形固定資産から159,653千

円を販売用不動産へ振替えております。
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 (連結貸借対照表関係) 

（８）連結財務諸表に関する注記事項

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

※１  非連結子会社及び関連会社に対するものは次

のとおりであります。

関係会社株式     424,168千円

※１  非連結子会社及び関連会社に対するものは次

のとおりであります。

関係会社株式        502,653千円

※２ 担保に供している資産とこれに対応する債務

は次のとおりであります。
(1) 担保に供している資産

販売用不動産 99,790千円

営業貸付金 165,897千円

土地 20,000千円

投資有価証券 123,000千円

定期預金 190,000千円

計 598,687千円

 

※２ 担保に供している資産とこれに対応する債務

は次のとおりであります。
(1) 担保に供している資産

販売用不動産 575,388千円

営業貸付金 17,680千円

計 593,068千円

(2) 対応する債務

短期借入金 128,229千円

１年内返済予定の
長期借入金

333,208千円

長期借入金 87,488千円

計 548,925千円
 

(2) 対応する債務
１年内返済予定の
長期借入金
債務保証

10,000千円
16,362千円

計 26,362千円

 ※債務保証の極度額は70,000千円であります。
      

３ 偶発債務

────

３ 偶発債務

（1）債務保証

 持分法適用関連会社であるＲＨトラベラー株式会

社の輸入許可前貨物取引に関連して生じる債務に関

し、金融機関が行っている支払承諾契約に基づく極

度額を70,000千円とする関税の延納保証に対する担

保として、販売用不動産159,653千円を差し入れてお

ります。

（2）訴訟事件

 当社の連結子会社であるインシグノパートナーズ

株式会社は、平成23年3月10日、東京地方裁判所にお

いて、原告日本エイム株式会社から、委任契約上の

善管注意義務違反及び不法行為に基づく損害賠償訴

訟を提起されています。なお、現在争点整理中であ

り、当社グループが負担することになる損害の有

無、損害金については、現時点で予測することは困

難であります。
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前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

 

※４ 不良債権の状況

破綻先債権 ─千円

延滞債権 ─千円

３ヵ月以上延滞債権 144,421千円

貸出条件緩和債権 248,554千円

計 392,975千円

(1)破綻先債権とは、元本または利息の支払いの遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元

本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないも

のとして、未収利息を計上しなかった貸付金(以下、

「未収利息不計上貸付金」)のうち、破産債権、更生

債権その他これらに準ずる債権であります。

 

※４ 不良債権の状況

破綻先債権 ─千円

延滞債権 1,300,200千円

３ヵ月以上延滞債権 24,798千円

貸出条件緩和債権 145,054千円

計 1,470,052千円

(1)破綻先債権とは、元本または利息の支払いの遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元

本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないも

のとして、未収利息を計上しなかった貸付金(以下、

「未収利息不計上貸付金」)のうち、破産債権、更生

債権その他これらに準ずる債権であります。

(2)延滞債権とは、未収利息不計上貸付金のうち、破

綻先債権に該当しないもので、債務者の経営再建ま

たは支援を図ることを目的として利息の支払いを猶

予したもの以外の債権であります。

(2)延滞債権とは、未収利息不計上貸付金のうち、破

綻先債権に該当しないもので、債務者の経営再建ま

たは支援を図ることを目的として利息の支払いを猶

予したもの以外の債権であります。

(3)３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払

いが、約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延してい

る貸付金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しない

ものであります。

(3)３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払

いが、約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延してい

る貸付金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しない

ものであります。

(4)貸出条件緩和債権とは、当該債権の回収を促進す

ることなどを目的に、利息の支払猶予等、債務者に

有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、

延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないもの

であります。

(4)貸出条件緩和債権とは、当該債権の回収を促進す

ることなどを目的に、利息の支払猶予等、債務者に

有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、

延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないもの

であります。

 
※５ 個人向無担保貸付金 1,115,208千円

 
※５ 個人向無担保貸付金 548,523千円

※６ 営業貸付金で、リボルビングによる契約（極度

借入基本契約で自動更新）残高はありません。

※６ 営業貸付金で、リボルビングによる契約（極度

借入基本契約で自動更新）残高はありません。
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当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年3月31日） 

  ※１当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

   親会社株主に係る包括利益                       142,571千円 

    少数株主に係る包括利益                             ― 千円 

   計                                 142,571千円 

  

※２当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  その他有価証券評価差額金                        26,639 千円 

    持分法適用会社に対する持分相当額                     △844 千円 

   計                                 25,795 千円       

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ 特別損失におけるその他の主な内容は次のとおり
であります。

保証金償却 7,660千円

         

 

※１          ────

※２ 売上原価に含まれる販売用不動産評価損
               25,377千円

※３ 固定資産売却益は主として土地・建物の売却によ  
  るものであります。

※４ 減損損失
  固定資産の減損損失    174,390千円
  のれんの減損損失     242,084千円
   合 計        416,474千円

（固定資産の減損損失）
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失

を計上しております。

場所 用途 種類 金額

北海道

札幌市

自社利用

不動産

建物及び構

築物、土地

170,931千円

──── 遊休資産 電話加入権 3,458千円

当社グループは、原則として、事業用資産については
事業の種類を考慮してグルーピングを行い、遊休資産
等については個別資産ごとにグルーピングを行ってお
ります。
当連結会計年度において、本社移転に伴い、当社の保
有する有形固定資産（旧本社ビル）は、保有目的を販
売用不動産に変更したことに伴い、回収可能価額が帳
簿価額を下回ったため減損損失を認識しております。
回収可能額は、主に不動産鑑定士の鑑定評価額等を基
礎とした正味売却価額により算定しております。

（のれんの減損損失）
当社は、平成21年8月12日をもって、インシグノパー

トナーズ株式会社の全株式を取得し、前連結会計年度
より連結子会社としております。同社が債務超過とな
っていることを勘案し、収益性の再評価を行った結
果、当該のれんの帳簿価額全額242,084千円を減損損失
として特別損失に計上しております。

(連結包括利益計算書関係)
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前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
（注）当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度は記載しておりません。 

  

２ 自己株式に関する事項 

 
（注）当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度は記載しておりません。 

  

３  新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（注）1．自己株式の株式の増加1,700株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
   2．自己株式の株式の減少549,480株は、第三者割当による自己株式処分による減少であります。 

  

３  新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) ─ ─ ─ 9,714,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) ─ ─ ─ 547,780

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 9,714,000 ─ ─ 9,714,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 547,780 1,700 549,480 ─

RHインシグノ株式会社（8514）平成23年3月期決算短信

-26-



 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 306,498千円

預入期間が３か月超の定期預金 △240,000千円

現金及び現金同等物 66,498千円
 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 67,175千円

現金及び現金同等物 67,175千円

 

※２  株式取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

株式取得により新たに連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と

取得による支出（純額）との関係は次のとおりであ

ります。

インシグノパートナーズ社(平成21年6月30日現在）

流動資産 243,531千円

固定資産 158,436千円

のれん 114,992千円

流動負債 △244,887千円

固定負債 △122,073千円

インシグノパートナーズ社 

株式の取得価額
150,000千円

インシグノパートナーズ社 

の現金及び現金同等物
△13,416千円

差引：インシグノパートナー 

ズ社取得による支出
136,583千円

 

※２         ────

    

   

３          ──── ３ 重要な非資金取引の内容
保有不動産の保有目的の変更により、固定資産から販

売用不動産へ振替えた金額
                159,653千円
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【事業の種類別セグメント情報】 

  前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日) 

  

 
（注）１ 事業区分の方法 

事業の区分は、事業の性質及び内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主な内容 

 
３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（1,901百万円）の主なものは、親会社での余資運用資

金（現金）及び、関係会社株式及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 当連結会計年度より連結財務諸表を作成しておりますので、前連結会計年度は記載しておりません。 

  

   【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

在外子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

なお、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しておりますので、前連結会計年度は記載しており

ません。 

  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

なお、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しておりますので、前連結会計年度は記載しており

ません。 

(セグメント情報等)

投融資 不動産賃貸 地域活性化
計

消去又は
連結

事業 事業 事業 全社

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

（１）
外部顧客に対する売上

高
471,856 200,380 126,000 798,237 ─ 798,237

（２）
セグメント間の内部売

上高又は振替高
─ ─ ─ ─ ─ ─

471,856 200,380 126,000 798,237 ─ 798,237

営業費用 457,009 216,530 6,906 680,446 ─ 680,446

営業利益又は営業損失（△） 14,847 △16,149 119,093 117,791 ─ 117,791

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出

資産 2,985,958 447,762 126,000 3,559,720 1,901,987 5,461,708

減価償却費 ─ 6,210 ─ 6,210 26,749 32,960

資本的支出 ─ 253,665 ─ 253,665 ─ 253,665

事業区分 主な事業の内容

投融資事業 投資事業、企業金融、消費者金融等

不動産賃貸事業 不動産賃貸、商業施設のサブリース等

地域活性化事業 コンサルティング等

  【海外売上高】
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 【セグメント情報】 

 当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。  

当社は、既存事業である「投融資事業」を基軸事業として展開しつつ、当社及び子会社で展開してい

る「不動産事業」と、新規事業として展開している「地域活性化事業」の３つを報告セグメントとして

おります。  

「投融資事業」は、企業への投資、融資及び消費者金融を行っております。「不動産事業」は、所有

している賃貸用不動産の賃貸及び商業施設のサブリースを行っております。また、不動産販売事業も行

っております。「地域活性化事業」は、中国人富裕層をターゲットとした滞在型リゾートサービス及び

それに関連したコンサルティング等を行っております。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と同一であります。  

  

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 前連結会計年度（自 平成21年４月1日 至 平成22年３月31日） 

 （単位：千円）

報告セグメント

合計
連結財務諸表計

上額投融資事業 不動産事業 地域活性化事業

調整額   

  

売上高

外部顧客に対する売上高
471,856 200,380 126,000 798,237 ― 798,237

セグメント間の内部売上高 ─ ─ ─ ─ ─ ─

計 471,856 200,380 126,000 798,237 ─ 798,237

セグメント利益又は損失(△） 14,847 △16,149 119,093 95,784 22,007 117,791

セグメント資産 2,985,958 447,762 126,000 3,559,720 1,901,987 5,461,708

その他の項目

 減価償却費

 持分法投資損失(△)

 のれん償却額

 持分法適用会社への投資額

  有形固定資産及び無形固定   

資産の増加額 

―

―

―

―

―

6,210

―

―

―

64,542

―

―

―

―

―

6,210

―

―

―

64,542

26,749

△53,639

22,007

499,872

25,335

32,960

△53,639

22,007

499,872

89,878
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 当連結会計年度（自 平成22年４月1日 至 平成23年3月31日） 

  （単位：千円）

 
  

(注)１.調整額の内容は以下の通りであります。 

                          （単位：千円） 

 
      ※全社費用は、主にセグメントに帰属しない一般管理費であります。 

    

                          （単位：千円） 

 
      ※全社資産は、主にセグメントに帰属しない本社の土地建物等であります。 

  

 
 ※有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社建物の設備投資額であります。 

  

２. セグメント利益又は損失（△）は連結財務諸表の営業利益又は営業損失（△）と調整を行っております。 

報告セグメント

合計
連結財務諸表計

上額投融資 不動産 地域活性化  調整額

事業 事業 事業

売上高

外部顧客に対する売上

高
158,519 252,975 2,099 413,595 ― 413,595

セグメント間の内部売

上高
16,077 ─ 16,077 △16,077 △16,077 ―

計 174,597 252,975 2,099 429,672 △16,077 413,595

セグメント利益又は損失(△） △1,796,398 32,267 △48,027 △1,812,158 181,123 △1,631,035

セグメント資産 2,329,901 794,169 19,869 3,143,940 90,386 3,234,326

その他の項目

 減価償却費

 のれん償却額

 持分法投資利益

 減損損失

 持分法適用会社への投資額

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額

89

―

―

173,589

―

5,355

5,767

―

―

800

―

―

―

―

―

―

―

―

5,857

―

―

174,390

―

5,355

12,010

29,999

90,838

242,084

―

16,615

17,867

29,999

90,838

416,474

―

21,970

 利益又は損失 前連結会計年度 当連結会計年度 

 報告セグメント計 95,784 △1,812,158

  全社費用※

 のれんの償却額

 セグメント間取引消去

―

22,007

―

△85,663

△29,999

296,786

 連結財務諸表上の営業利益

又は営業損失(△）
 117,791 △1,631,035

 資産 前連結会計年度 当連結会計年度 

 報告セグメント計 3,559,720 3,143,940

  全社資産※

 その他の調整額

1,742,334

159,653

90,367

19

 連結財務諸表上の資産合計  5,461,708 3,234,326

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

その他の項目
  前連結   当連結   前連結   当連結   前連結   当連結

 会計年度  会計年度  会計年度  会計年度  会計年度  会計年度

減価償却費 6,210 5,857 26,749 12,010 32,960 17,867

のれん償却額 ― ― 22,007 29,999 22,007 29,999

減損損失 － 174,390 － 242,084 － 416,474

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額 64,542 5,355 25,335 16,615 89,878 21,970
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 （追加情報） 

  当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21 

 年3月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針 

 第20号 平成20年3月21日）を適用しております。 

  

 【関連情報】 

  当連結会計年度（自 平成22年４月1日 至 平成23年３月31日） 

 １．製品及びサービスごとの情報 

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

 ２．地域ごとの情報 

 （1）売上高及び営業収益 

   本邦の外部顧客への売上高及び営業収益が連結損益計算書の売上高及び営業収益の90％を超 

  えるため、記載を省略しております。  

 （2）有形固定資産 

   本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。       

  

３．主要な顧客ごとの情報 

   外部顧客への売上高及び営業収益のうち、連結損益計算書の売上高及び営業収益の10％以上を占 

  める相手先がないため、記載はありません。 

  

 【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

 当連結会計年度（自 平成22年４月1日 至 平成23年３月31日） 

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

 【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

 当連結会計年度（自 平成22年４月1日 至 平成23年３月31日） 

                                              (単位：千円） 

 
(注）1.のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

   2.のれんの償却及びのれんの減損損失の計上により、当連結会計年度末におけるのれんの未償却残高は 
  ありません。 

  

 【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

 当連結会計年度（自 平成22年４月1日 至 平成23年３月31日） 

  該当事項はありません。 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
投融資 不動産 地域活性化

事業 事業 事業

当期末残高 ― ― ― ― ― ―
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前連結会計年度 

  

１  その他有価証券（平成22年3月31日） 

 
（注）１ 時価のある有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べ著しく下落したものについては、時価が

取得原価まで回復する見込みがある場合を除き、時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差

額を当連結会計年度の損失としております。なお、「時価が著しく下落した」と判断する基準は、次のとお

り定めております。 

①時価が取得原価に比べて50％以上下落 

②時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落し、かつ直近12ヶ月間の月末時価の平均値が取得原価に比

べて30％以上下落 

２ 時価を把握することが著しく困難なものについては、時価評価の対象としておりません。 

  

２  連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
  

(有価証券関係)

区分
連結決算日における連結

貸借対照表計上額 
(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

① 株式 142,173 109,178 32,994

② 債券 ─ ─ ─

③ その他 ─ ─ ─

小計 142,173 109,178 32,994

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

① 株式 8,540 10,109 △1,569

② 債券 ─ ─ ─

③ その他 ─ ─ ─

小計 8,540 10,109 △1,569

合計 150,713 119,287 31,425

区分 売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

株式 10,000 6,565 ─
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当連結会計年度 

  

１  その他有価証券（平成23年３月31日） 

 
（注）１ 時価のある有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べ著しく下落したものについては、時価が

取得原価まで回復する見込みがある場合を除き、時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差

額を当連結会計年度の損失としております。 

２ 時価を把握することが著しく困難なものについては、時価評価の対象としておりません。 

  

２  連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
  

３ 減損処理を行った有価証券 

当連結会計年度において、有価証券について394,900千円（その他有価証券の株式394,900千円） 

減損処理を行っております。 

  

区分
連結決算日における連結

貸借対照表計上額 
(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

① 株式 3 3 0

② 債券 ─ ─ ─

③ その他 ─ ─ ─

小計 3 3 0

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

① 株式 ─ ─ ─

② 債券 ─ ─ ─

③ その他 ─ ─ ─

小計 ─ ─ ─

合計 3 3 0

区分 売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

株式 174,567 18,679 3,396
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(退職給付関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要 
 当社グループは、主として確定給付型の制度とし
て、主として一時金制度を採用しております。

１ 採用している退職給付制度の概要 
 当社グループは、主として確定給付型の制度とし
て、主として一時金制度を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 22,317千円

（内訳）

退職給付引当金 22,317千円

 （注）当社グループは退職給付債務の算定方法とし

て簡便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 17,014千円

（内訳）

退職給付引当金 17,014千円

 （注）当社グループは退職給付債務の算定方法とし

て簡便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

退職給付費用 2,491千円

（内訳）

勤務費用 2,491千円

 （注）当社グループは退職給付債務の算定方法とし

て簡便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

退職給付費用 14,038千円

（内訳）

勤務費用 14,038千円

 （注）当社グループは退職給付債務の算定方法とし

て簡便法を採用しております。
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（注） 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

（注）算定上の基礎 

 
  

 
（注） 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

１株当たり純資産額 251.37円 １株当たり純資産額 22.68円

１株当たり当期純利益 12.73円 １株当たり当期純損失 △235.01円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

─円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

─円

１  １株当たり純資産額

項目
前連結会計年度
平成22年３月31日

当連結会計年度
平成23年３月31日

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 2,304,085 220,346

普通株式に係る純資産額(千円) 2,304,085 220,346

差額の主な内訳(千円) ─ ─

普通株式の発行済株式数(株) 9,714,000 9,714,000

普通株式の自己株式数(株) 547,780 ─

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

9,166,220 9,714,000

２  １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損失
(千円)

116,776 △2,156,080

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(千円) 116,776 △2,156,080

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 9,166,220 9,174,267

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定
に用いられた当期純利益調整額の主要な内訳 
(千円)

─ ─

当期純利益調整額(千円) ─ ─

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数(株)

─ ─

普通株式増加数(株) ─ ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

─ ─
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前連結会計年度(自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日) 

アクセルホールディングス組合との出資契約に基づく、当社出資持分の一部を出資契約に定められ

た出資金額と同金額にて、平成22年5月31日にＲＨトラベラー株式会社（持分法適用関連会社）に譲

渡致しました。 

  

北海道元気計画事業における、投資用不動産の取得及び販売を目的として組成された投資事業組合

（アクセルホールディングス組合）への出資契約に基づく、出資持分の一部（出資口４口・40,000千

円）をＲＨトラベラー株式会社に譲渡致しました。 

本件譲渡の目的は、当社グループ会社全体で推進しております、北海道元気計画事業（投資用不動

産の取得及び販売）を共同事業として取り組むことを目的とするものであります。 

  

本件譲渡における、損益に及ぼす影響はありません。 

  

当社の北海道元気計画事業における、投資用不動産の取得を行うことを目的としたものでありま

す。 

  

ＲＨトラベラー株式会社（持分法適用関連会社） 

  

借入条件：利率2.00％  返済条件：元利一括後払い 

  

  

担保の種類：抵当権設定（登記留保） 

抵当権設定金額：30,000千円 

担保に供する資産：札幌市内において当社保有の不動産 

  

(重要な後発事象)

（１）投資に係る重要な事象（譲渡）

１．譲渡契約の主旨

２．譲渡契約の主な合意内容

３．今後の見通し

（２）資金の借入

１．資金の使途

２．借入先の名称

３．借入金額：30,000千円

４．借入日：平成22年６月１日  返済期限：平成22年９月30日

５．担保提供概要
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当社は平成22年5月28日開催の取締役会決議を経て、Wealth Sky Asia Ltd （天康亞洲有限公司）の

株式を取得し、子会社化致しました。 

北海道元気計画事業及びアジア戦略事業における中国本土での事業展開等に係る海外拠点として、

在中法人の取得の必要性があると考えております。これにより、海外における事業展開等を機動的に

実施することが可能となり、北海道元気計画事業及びアジア戦略事業の強化、拡充を図るための重要

かつ優位性のある経営資源となり得るものと認識致しております。 

  

Redhorse Holdings Ltd 

  

会社名：Wealth Sky Asia Ltd （天康亞洲有限公司） 

事業内容：投資事業 

規模：資本金ＨＫ＄10,000 

発行済株式総数：10,000株 

  

平成22年６月４日 

  

取得価額：ＨＫ＄63,910 

取得後の持分比率：100％ 

  

当該株式の取得は全額、自己資金にて実施しております。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日  至 平成23年３月31日) 

   該当事項はありません。 

（３）株式取得による会社等の買収

１．株式取得の目的

２．株式取得の相手会社

３．取得する会社概要

４．株式取得の時期

５．取得する株式の数10,000株

６．取得の方法と取得資金の調達について
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

（単位：千円）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 303,696 56,019

売掛金 126,000 －

営業貸付金 1,800,303 1,848,723

営業投資有価証券 503,898 67,748

販売用不動産 － 282,698

関係会社短期貸付金 46,914 －

前払費用 112 18

未収収益 99,261 28,611

その他 48,524 3,516

貸倒引当金 △172,254 △760,931

流動資産合計 2,756,457 1,526,402

固定資産

有形固定資産

建物 369,487 －

減価償却累計額 △159,408 －

建物（純額） 210,078 －

構築物 16,252 －

減価償却累計額 △10,903 －

構築物（純額） 5,349 －

車両運搬具 7,809 3,894

減価償却累計額 △3,915 △3,849

車両運搬具（純額） 3,894 44

器具備品 86,091 14,086

減価償却累計額 △79,565 △3,259

器具備品（純額） 6,525 10,827

土地 570,331 －

建設仮勘定 － 16,898

有形固定資産合計 796,179 27,769

無形固定資産

電話加入権 2,316 －

その他 445 6,206

無形固定資産合計 2,762 6,206

投資その他の資産

投資有価証券 681,756 508,446

関係会社株式 659,872 500,649

出資金 1,660 1,650

関係会社長期貸付金 － 203,900

長期前払費用 8,364 －

破産更生債権等 12,628 4,131

差入保証金 6,384 28,148

貸倒引当金 △12,628 △208,031

投資その他の資産合計 1,358,036 1,038,894

固定資産合計 2,156,978 1,072,870
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（単位：千円）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産合計 4,913,435 2,599,273

負債の部

流動負債

1年内返済予定の長期借入金 333,208 10,000

未払金 11,202 60,734

未払費用 2,777 4,304

未払法人税等 3,525 4,066

前受金 3,647 －

預り金 1,082 1,033

その他 2,490 860

流動負債合計 357,935 81,000

固定負債

社債 200,000 610,000

長期借入金 87,488 －

関係会社長期借入金 － 283,120

利息返還損失引当金 1,713,759 1,310,476

役員退職慰労引当金 － －

退職給付引当金 22,317 17,014

長期預り保証金 88,545 －

繰延税金負債 － 65,496

その他 35,917 －

固定負債合計 2,148,026 2,286,106

負債合計 2,505,962 2,367,107

純資産の部

株主資本

資本金 1,867,860 1,867,860

資本剰余金

資本準備金 1,408,930 1,408,930

資本剰余金合計 1,408,930 1,408,930

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △700,615 △3,136,132

利益剰余金合計 △700,615 △3,136,132

自己株式 △199,910 －

株主資本合計 2,376,264 140,657

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 31,209 91,508

評価・換算差額等合計 31,209 91,508

純資産合計 2,407,473 232,166

負債純資産合計 4,913,435 2,599,273
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（２）損益計算書

（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業収益

営業貸付金利息 420,498 121,670

コンサルティング収入 126,000 500

売上高 1,415 197

その他の金融収益

預金利息 1,411 71

その他の営業収益

賃貸事業収入 35,922 42,420

その他 46,173 37,997

営業収益合計 631,421 202,857

営業費用

営業投資有価証券売上原価 42,284 221,366

売上原価 907 150

金融費用

支払利息 20,070 66,944

その他 11,260 19,945

金融費用合計 31,331 86,889

その他の営業費用

広告宣伝費 19,519 2,846

貸倒引当金繰入額 40,628 936,559

貸倒損失 － 164,450

利息返還損失引当金繰入額 － 253,948

役員報酬 46,680 39,293

従業員給料及び賞与 90,583 75,050

退職給付費用 2,491 14,038

福利厚生費 23,718 17,722

減価償却費 25,656 17,867

賃借料 2,084 3,674

支払手数料 50,671 54,235

通信費 9,568 7,151

租税公課 12,167 18,435

その他 77,179 71,361

その他の営業費用計 400,950 1,676,637

営業費用合計 475,473 1,985,043

営業利益又は営業損失（△） 155,947 △1,782,185
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（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業外収益

有価証券利息 28,783 －

受取配当金 1,955 2,299

受取手数料 0 －

その他 1,072 9,719

営業外収益合計 31,812 12,018

営業外費用

投資事業組合運用損 30,663 5,647

その他 2,551 2,430

営業外費用合計 33,214 8,078

経常利益又は経常損失（△） 154,545 △1,778,245

特別利益

固定資産売却益 － 11,344

役員退職慰労引当金戻入額 56,219 －

利息返還損失引当金戻入額 406,882 －

投資有価証券売却益 － 15,283

特別利益合計 463,101 26,627

特別損失

投資有価証券評価損 371,999 173,534

関係会社株式評価損 － 159,999

減損損失 － 173,589

その他 7,920 －

特別損失合計 379,920 507,124

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 237,726 △2,258,741

法人税、住民税及び事業税 950 950

法人税等合計 950 950

当期純利益又は当期純損失（△） 236,776 △2,259,691
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（３）株主資本等変動計算書

（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,867,860 1,867,860

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,867,860 1,867,860

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,408,930 1,408,930

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,408,930 1,408,930

資本剰余金合計

前期末残高 1,408,930 1,408,930

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,408,930 1,408,930

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △937,391 △700,615

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 236,776 △2,259,691

自己株式の処分 － △175,825

当期変動額合計 236,776 △2,435,516

当期末残高 △700,615 △3,136,132

利益剰余金合計

前期末残高 △937,391 △700,615

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 236,776 △2,259,691

自己株式の処分 － △175,825

当期変動額合計 236,776 △2,435,516

当期末残高 △700,615 △3,136,132

自己株式

前期末残高 △199,910 △199,910

自己株式の処分 － 199,910

当期変動額合計 － 199,910

当期末残高 △199,910 －

株主資本合計

前期末残高 2,139,487 2,376,264

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 236,776 △2,259,691

自己株式の処分 － 24,086

当期変動額合計 236,776 △2,235,605

当期末残高 2,376,264 140,657
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（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 4,569 31,209

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

26,639 60,299

当期変動額合計 26,639 60,299

当期末残高 31,209 91,508

評価・換算差額等合計

前期末残高 4,569 31,209

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

26,639 60,299

当期変動額合計 26,639 60,299

当期末残高 31,209 91,508

純資産合計

前期末残高 2,144,056 2,407,473

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 236,776 △2,259,691

自己株式の処分 － 24,086

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 26,639 60,299

当期変動額合計 263,416 △2,175,307

当期末残高 2,407,473 232,166
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  （４）継続企業の前提に関する注記

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

──── 当社は、当事業年度において、売上高の著しい減少、
営業損失1,782,185千円、経常損失1,778,245千円及び当
期純損失2,259,691千円を計上いたしました。 当該状況
により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせ
るような事象又は状況が存在しております。
このような業績となりました要因は、不動産販売計画

の未達および既存貸付先の貸倒引当金の繰入額936,559
千円並びに利息返還損失引当金繰入額253,948千円の計
上などによるものであります。
当社といたしましては、以下の施策の実行により業績

の回復に努め、当該状況の解消を目指してまいります。

1.今後の展開
(1)不動産事業
主に商業施設サブリース及びこれに付帯するテナント

管理・運営を行っておりますが、不動産事業の多角化に
より収益力のアップを図ります。
 具体的には、「戸建分譲販売」「不動産仲介業」「不

動産協業」「プレミアム不動産販売」を４つの柱として
販売強化及び拡大を行ってまいり、中期経営計画初年度
であります、第53期（平成23年度）より目標達成による
業績向上と黒字転換を目指してまいります。

（2）投融資事業（投資部門） 
  経営陣が培ってきた経験及びネットワークを最大限に
活用し、日本並びに成長著しい中国への投資についても
積極的に行って参ります。
 また、中長期投資の対象としてきた既存の投資先につ

いては、企業価値・将来性を見極めつつ  出口戦略の意
思決定を速やかに行い、キャッシュフローの改善を図
り、これにより得た投資資金 を新たに即効性の高い投
資案件に再投資するなどし、投資・回収をバランスよく
進めて参ります。

（3）投融資事業（金融部門） 
 中期経営計画における基本方針を受け、消費者金融残
高をソフトランディングで縮小し、事業  計画に沿って
期間中の収益を確保してまいります。 
 更に貸倒費用の圧縮及び同事業コストの改善を実践し
ます。
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前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

──── 2．経営体質の強化
（1）組織の再編 
 当社は事業構造改革を強力且つスピーディーに推進す
る経営体制確立のため、経営陣を刷新し組織体制を強化
する為の布陣とする予定であります。

（2）経費削減
 各事業の収益基盤を確保するとともに、安定的な利益
を確保するための費用の圧縮は重要な 
取組みと位置づけております。
① 人員計画

 各事業の収益バランスから適正人員の見直しを図り、
生産性を高める人員配置を実践します。
② 一般管理費

 過去、主力事業でありました消費者金融事業の縮小に
より、消費者金融事業に係る一般管理費 の圧縮と恒常
的な費用の削減、手数料及び保守料等細目に渡り見直し
を実践します。  

（3）財務戦略
① 資産運用

 平成23年4月4日、本社移転により旧本社ビルの有効活
用を検討してまいります。
② 財務運用

 流動性資金の運用として、各事業の資金計画に基づく
ポートフォリオを基に、効率的な資金運用と管理を徹底
します。

しかし、これらの対応策を実行している途上であり、
現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められます。なお、財務諸表は、継続企業を前提に作成
されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の
影響を財務諸表に反映しておりません。
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該当事項はありません。 

  

①新任予定役員 

 
     

    ②退任予定役員 

 
  

 ③役職の異動 

 
  

６．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

（２）役員の異動（平成23年6月24日付予定）

新役職名 旧役職名 氏名 就任年月日

代表取締役 コーポレート本部長 阿部 顕仁 平成23年6月24日

取締役
カ ン パ ニ ー 本 部
北海道元気計画事業部
部        長

山本 敬重 平成23年6月24日

監査役（非常勤） － 富樫 正浩 平成23年6月24日

役名 職名 氏名 退任年月日

代表取締役社長CEO ― 飯島  紳 平成23年6月24日

取締役 消費者金融事業部長 高谷 則章 平成23年6月24日

監査役（非常勤） ― 福井 正昭 平成23年6月24日

現役職 旧役職 氏名 変更年月日

代表取締役社長CEO
代表取締役CEO兼

コーポレート本部長
飯島  紳 平成23年4月1日

取締役
消費者金融事業部長

取締役副社長兼
カンパニー本部長

高谷 則章 平成23年4月1日
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